
「脱炭素先行地域」にビジネスチャンスあり 
 

 地球各地での異常高温などの環境変化や、人の生活基盤に影響を及ぼす大規模な自然災害の増加な

ど、気候変動問題への対応は今や喫緊の課題となっている。このためカーボンニュートラルへの目標

を表明する国・地域が増加し、世界的にグリーントランスフォーメーション（GX）の機運が高まって

いる。GXとは、産業や社会の構造が化石エネルギー中心からクリーンエネルギー中心へ転換すること

であり、産業・エネルギー政策の大変革を伴うため、成長分野であると共に大きな投資対象になる。 

 国や地方自治体が推進する「脱炭素先行地域」への取組みと、民間企業側にとって期待されるビジ

ネスチャンスについて探った。 

１．脱炭素における我が国の対応状況 

➢政府は地方との協働・共創による「2050年カーボンニュートラル」達成へ取組んでい

る。 

（１）政府の脱炭素への対応 

 政府は、2020年 10月に 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050年カーボ

ンニュートラル」を宣言し、脱炭素社会の実現を目指している。その一環に、国は地方との協働・共

創による取組みを必要不可欠なものであるとして「国・地方脱炭素実現会議」を設置し、「地域脱炭素

ロードマップ」（2021年 6月）を策定している。 

 同ロードマップでは、主役となる地域の魅力と質を向上させ､地方創生に資する地域脱炭素の実現を

目指し､特に 2030年までに集中して行う取組み・施策を中心に､その実現のための工程と具体策が示さ

れている｡具体的には、2025 年までを集中期間として各種施策を総動員し、全国で地域課題を解決し

た強靭で活力ある次の時代の地域社会へと移行することを目指す。そして脱炭素に意欲と実現可能性

が高い地域からその他の地域に広がっていく「実行の脱炭素ドミノ」を目指している（図表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：環境省「脱炭素先行地域づくりガイドブック （2022年 6月）」より一部抜粋 

図表 1  地域脱炭素のイメージ       
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（２）「脱炭素先行地域」 

➢政府は脱炭素の推進策として 2022年から「脱炭素先行地域」を選定している。 

 政府は脱炭素を全国で拡大させる具体的な推進策として、2022年から地域脱炭素に意欲と実現可能

性が高い地域を「脱炭素先行地域」へ選定しており、自治体が地元企業などと一緒になって脱炭素に

取組む事業を支援している。この脱炭素先行地域とは、2050年カーボンニュートラルに向けて民生部

門の電力消費に伴う CO2排出（※1）の実質ゼロを実現し、また地域特性に応じて、国全体の 2030年

度目標と整合する運輸部門や熱利用等（その他の温室効果ガス排出削減も含む）について削減を実現

する地域のことである。同地域は「実行の脱炭素ドミノ」のモデルとなるものであり、国は少なくと

も 100ヵ所を選定して、事業資金の交付による予算措置など環境省を中心とした積極的な支援を行う

計画となっている（2023年度予算案で総額 350億円規模）。  

 この選定では、「脱炭素先行地域づくり事業」と「重点対策加速化事業」の２つの事業があり、国か

ら交付金による支援がある。選定された自治体では、地元企業や金融機関が中心となって 2025年度ま

でに再エネ発電設備や再エネ由来の水素関連設備、省 CO2設備のインフラ建設などの様々な事業への

道筋をつけ、2030年度までの実行を目指して取組む計画である｡こうした全国の農村・漁村・山村、

離島、都市部など多様な地域では、地域課題の解決とともに、住民の暮らしの質の向上を実現しなが

ら地域特性等に応じた脱炭素への取組みを推進していく。さらに､同一都道府県内の企業が参加する際

には優遇措置を設ける等の地元企業の振興策も定めている｡こうした事業により、自治体が国からの交

付金を活用して民間側と一緒に様々な脱炭素事業に取組む際に地元企業へビジネスチャンスが生まれ

ることが期待される。（図表 1、2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 民生部門の CO2排出量は、2030年 46％削減の目標達成に向けて、家庭部門で 66％、 
業務その他部門で 50％と、他部門よりもより一層の対策が求められる。 

※市区町村は別制度による再エネ設備整備に５億円追加あり 

図表 2 脱炭素先行地域への選定による交付金   

資料：環境省「脱炭素先行地域（第２回）選定結果について」2022年 11月から当研究所で再構成 

【2023年度予算案 350億円  （2022年度予算 200億円）】 
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